声明
疑惑隠しの解散総選挙、市民と野党の共闘で改憲勢力を少数に追い込み、
安倍政権を倒し、憲法第9条改憲をストップさせましょう！
　安倍晋三首相は25日、記者会見で、臨時国会の冒頭で衆議院を解散し、総選挙を実施すると表明しました。これは、森友・加計問題の疑惑隠しを狙ったものであり、都議選での大惨敗に示された安倍政権による国政の私物化と憲法破壊に対する国民の厳しい批判、国民の世論と運動によって追い込まれた結果の解散です。6月22日に野党4党が憲法53条に基づいて要求した森友・加計問題の疑惑徹底解明を求める臨時国会の開催を葬り去り、「今なら勝てる」との冒頭解散は、党利党略、権力の私物化であり、憲法違反の暴挙に他なりません。
　安倍首相は当日、総選挙に当たり、自民党の選挙公約に9条への自衛隊明記などの改憲の柱を盛り込むとし、引き続き改憲への執念をあらわにしています。解散総選挙で有利な結果が得られれば、来年１月の通常国会冒頭から衆参憲法審査会で改憲原案の審査を進めるスケジュールで、改憲発議に向け一気に走り出すことは明らかです。
　この総選挙で改憲勢力を少数に追い込み、安倍政権を打倒し、憲法9条改憲を断念させようではありませんか。そのために、各地で進められている市民の共同、市民と野党の共闘で選挙区ごとの市民連合・市民連絡会などの活動を活発化し、野党の共闘を実現させましょう。
　憲法会議は、憲法が最大の危機にある今、自衛隊が「合憲」か「違憲」か等の考え方の違いを超えて「安倍政権の下で9条改憲は許さない」の一点で共同することを呼びかけます。　　
日本国憲法第9条は、戦争違法化の世界の流れを進め、2017年7月7日に国連で採択された核兵器を違法とする核兵器禁止条約を後押ししています。核兵器禁止条約の署名は日本の責務です。また、北朝鮮の軍事挑発や米国と日本による北朝鮮への軍事的威嚇を許さず、対話で解決する最も有効で現実的な道が、第9条の立場です。今こそ日本国憲法を守り、生かすことを呼びかけます。
憲法会議は、憲法パンフレットをもとに学習と宣伝を強め、3000万全国統一署名の成功をめざし、多くの国民と対話し、その先頭に立って奮闘する決意です。
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